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各区自治協議会長 様 

 
 

新潟市国民保護協議会          
会長 新潟市長  中原 八一    

（ 公 印 省 略 ）    
 
 

新潟市国民保護協議会委員の推薦について（依頼） 
 
日頃、本市の国民保護行政に格別のご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 
さて、新潟市国民保護協議会の委員につきましては、別添「新潟市国民保護協議会委員

及び幹事名簿」のとおりご就任いただいているところですが、本年８月３１日をもって任

期満了となります。 
つきましては、引き続き貴自治協議会からご就任賜りたく、別紙１「新潟市国民保護協

議会委員推薦届」により適任者をご推薦くださいますようお願い申し上げます。 
なお、ご推薦にあたっては、大変お手数をおかけいたしますが、別紙２「同意書」によ

りご本人様の同意を確認のうえ、あわせてご回答くださいますようお願い申し上げます。 
 

記 
 
１ 任 期 

令和８年９月１日から令和 10 年８月３１日まで（２年間） 
 
２ 職 務 

市長の諮問に応じて新潟市域に係る国民の保護のための措置に関する重要事項（新潟

市国民保護計画など）を審議します。 
 
３ 報 酬 

「新潟市国民保護協議会」にご出席いただく場合、規定により報酬が支払われます。

（国・県・市の機関は除く） 
 
４ 回答期限等 

令和 8 年８月２7 日（木）までに、改めて別紙１・２に所要事項を記入のうえ、ご回

答願います。 
 

 
資料１



５ 女性委員の登用推進について 
新潟市では、別添「新潟市附属機関等に関する指針（抜粋）」に示すとおり、女性委

員の比率目標を４５％以上としておりますが、本協議会では２３％に留まっている現状

を何卒ご理解いただき、積極的に女性の適任者をご推薦くださいますようお願いいたし

ます。 
 
６ 添付資料 
（１）新潟市国民保護協議会委員及び幹事名簿 
（２）武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（抜粋） 
（３）新潟市国民保護協議会条例 
（４）新潟市附属機関等に関する指針（抜粋） 
 
 
                             
 【担当】 

新潟市危機管理防災局 危機対策課  

遠山 友紀 

TEL：025-226-1146 (直通) 

FAX：025-224-0768 

E-mail:kikitaisaku@city.niigata.lg.jp 

mailto:kikitaisaku@city.niigata.lg.jp


令和8年4月15日現在

　　　　　　　　　　

１　新潟市国民保護協議会委員

No 法定区分 機関名 役職 委員

1 北陸農政局　新潟県拠点 総括農政推進官 酒井　潔彦

2 北陸地方整備局 統括防災官 長田　英和

3 北陸信越運輸局 総務部長 山岸　忠政

4 東京航空局　新潟空港事務所 新潟空港事務所長 濵﨑　裕二

5 新潟海上保安部 新潟海上保安部長 西山　博

6 第２号委員 陸上自衛隊第30普通科連隊 第１中隊長 髙橋　一樹

7 新潟県 防災局長 中村　広栄

8 新潟県警察本部 新潟市警察部長 吉田　一博

9 第４号委員 新潟市 副市長 佐久間　なおみ

10 新潟市 教育長 夏目　久義

11 新潟市 消防長 阿部　一彦

12 新潟市 水道事業管理者 長井　亮一

13 新潟市 市民病院事務局長 渡邉　剛

14 新潟市 危機管理監 鈴木　稔直

15 NTT東日本株式会社　新潟支店 支店長 石井　宏明

16 東日本高速道路株式会社　新潟支社　新潟管理事務所 新潟管理事務所長 小田原　義憲　

17 日本赤十字社　新潟県支部 事務局長 加茂　辰也

18 東北電力ネットワーク株式会社　新潟電力センター 所長 松田　宜久

19 新潟県ガス協会 会長 敦井　一友

20 新潟交通株式会社　 乗合バス部長 渡辺　健

21 新潟運輸株式会社 総務部長 新田見　禎

22 株式会社　新潟放送 報道制作局長 吉井　秀之

23 株式会社　NST新潟総合テレビ 報道制作本部　副本部長 鈴木　秀喜

24 公益社団法人　新潟県看護協会 理事 石山　綾

25 一般社団法人　新潟市医師会 理事 八木澤　久美子

26 新潟市身体障害者福祉協会連合会 経理部長 織田　信子

27 新潟市消防団 消防団長 渡部　直人

28 新潟商工会議所 副会頭 本間　常悌

29 新潟市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 山田　喜孝

30 新潟市中央区赤十字奉仕団 委員長 佐島　清治

31 NPOワーキングウイメンズアソシエーション 副会長 菊野　麻子

32 にいがた女性会議 運営委員 笠原　美紀子

33 北区自治協議会 委員 恩田　文雄

34 東区自治協議会 委員 月岡　道子

35 中央区自治協議会 委員 渡辺　雅之

36 江南区自治協議会 委員 豊嶋　俊郎

37 秋葉区自治協議会 委員 田中　美央

38 南区自治協議会 委員 上杉　小貴子

39 西区自治協議会 委員 伊藤　健一

40 西蒲区自治協議会 会長 吉田　金豊

２　新潟市国民保護協議会幹事

No 法定区分 機関名 役職 委員

1 新潟市 教育委員会教育総務課長 梅田　綾里

2 新潟市 消防局警防課長 野島　忠

3 新潟市 水道局技術部計画課長 小戸田　勇

4 新潟市 市民病院管理課長 高橋　元

新潟市国民保護協議会委員及び幹事名簿

第１号委員

第３号委員

第５号委員

第６号委員

第７号委員

第８号委員

第５号委員

第６号委員



武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 

（国民保護法）【抜粋】 

  

（市町村協議会の設置及び所掌事務） 

第三十九条 市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を求め、当該市

町村の国民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、市町村に、市町村国民

保護協議会（以下この条及び次条において「市町村協議会」という。）を置く。  

２  市町村協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一  市町村長の諮問に応じて当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関する重要

事項を審議すること。  

二  前号の重要事項に関し、市町村長に意見を述べること。  

３  市町村長は、第三十五条第一項又は第八項の規定により国民の保護に関する計画を作成し、

又は変更するときは、あらかじめ、市町村協議会に諮問しなければならない。ただし、同項の

政令で定める軽微な変更については、この限りでない。  

４  第三十三条第六項の規定は、市町村協議会がその所掌事務を実施する場合について準用す

る。 

 

 （市町村協議会の組織） 

第四十条 市町村協議会は、会長及び委員をもって組織する。  

２  会長は、市町村長をもって充てる。  

３  会長は、会務を総理する。  

４  委員は、次に掲げる者のうちから、市町村長が任命する。  

一  当該市町村の区域を管轄する指定地方行政機関の職員  

二  自衛隊に所属する者（任命に当たって防衛大臣の同意を得た者に限る。）  

三  当該市町村の属する都道府県の職員  

四  当該市町村の副市町村長  

五  当該市町村の教育委員会の教育長及び当該市町村の区域を管轄する消防長又はその指名

する消防吏員（消防本部を置かない市町村にあっては、消防団長）  

六  当該市町村の職員（前二号に掲げる者を除く。）  

七  当該市町村の区域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職

員  

八  国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者  

５  第三十八条第五項の規定は、前項の委員について準用する。  

６  市町村協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。  

７  第三十八条第七項の規定は、前項の専門委員について準用する。この場合において、同条

第七項中「当該都道府県の職員」とあるのは「当該市町村の属する都道府県の職員」と、「当

該都道府県の区域内の市町村の職員」とあるのは「当該市町村の職員」と、「都道府県知事」

とあるのは「市町村長」と読み替えるものとする。  

８  前各項に定めるもののほか、市町村協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の

条例で定める。  



新潟市国民保護協議会条例 

 
（趣旨）  
第１条 この条例は，武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第４０条第８項の規定に基づき，新潟市国民保護協議会（以下「協議会」

という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
（委員） 
第２条 協議会は，会長及び委員６０人以内で組織する。 
 
（会長の職務代理） 
第３条 会長に事故があるときは，あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 
 
（会議） 
第４条  協議会の会議は，会長が招集し，その議長となる。 
２ 協議会は，委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 
３ 協議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 
 
（幹事） 
第５条  協議会に幹事を置く。 
２ 幹事は，委員の属する機関の職員のうちから，市長が任命する。 
３ 幹事は，協議会の所掌事務について，委員を補佐する。 
 
（部会） 
第６条  協議会は，その定めるところにより，部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員は，会長が指名する。 
３ 部会に部会長を置き，会長の指名する委員がこれに当たる。 
４ 部会長に事故があるときは，部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者が

その職務を代理する。 
 
（雑則）   
第７条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協議会に諮っ

て定める。 
 
   附 則 
 この条例は，公布の日から施行する。  



新潟市附属機関等に関する指針【抜粋】 

  

（委員の選任） 

第５条 附属機関の委員は，当該附属機関の機能が十分に発揮されるよう，その設置目的をふま

えて広く各界各層から選任することとし，次の各号に掲げる事項に留意するものとする。ただ

し，法令，条例又は規則（以下「法令等」という。）に定めがあるものについては，この限り

でない。 

（１）委員数は，２０人以内とする。 

（２）「新潟市附属機関等への女性委員の登用推進要綱」に基づき，女性委員の割合が４５％以

上となるよう努めるものとする。  

（３）特定の年齢層に偏らないように選任する。  

（４）本市職員及び本市議会議員は，選任しない。  

（５）委員を再任する場合は，通算の在任期間が６年を超えないものとする。  

（６）委員の併任は，３の附属機関等までとする。  

（７）委員の一部は，公募により選任する。  

 

２ 次のいずれかに該当する者を附属機関の委員に選任する場合は，前項第４号から第６号まで

の規定を適用しないことができる。  

（１）所掌事務に密接な関連を有する団体からの推薦により選任している者又はこれに準ずると

認められる者 

（２）専門知識，経歴等に照らし，他の者に替えがたいと認められる者 

 

３ 次の各号のいずれかに該当するものについては，第１項第７号の規定を適用しないことがで

きる。  

（１）行政処分，不服審査，職員処分等に関する事項について審議等を行うもの  

（２）新潟市情報公開条例（昭和６１年新潟市条例第４３号）第６条各号に定める非公開情報と

認められる事項について審議等を行うもの  

（３）所掌事務が高度に専門的であるため，全ての委員が高度な専門知識を有する必要があるも

の 

（４）市民からの意見聴取は別に実施するため，有識者会議として設置するもの  

 

４ 公募により選任する委員の定数を定めた場合において，選考の結果，定数に満たなかったと

きは，他の方法により委員を選任することができるものとする。 

  

５ 委員の選任を行うにあたっては，あらかじめ行政経営課長に第１項第６号の規定に関する確

認を行うこととし，選任後は報告するものとする。  



                    
 

 新危対第２５１号 
令和８年７月８日 

 
新潟市国民保護協議会 

委員所属機関の長 様 
 

                        新潟市国民保護協議会 
  会長 新潟市長 中原 八一 

                            （ 公 印 省 略 ） 
 

   附属機関等への女性委員の登用推進について（依頼） 
 
 日頃より、本市の市政の推進に対しまして、ご理解とご協力をいただき、誠にあり

がとうございます。 
政策・方針決定過程に男女が共に参画することは、多様な視点や考え方が確保され、

社会情勢の変化に対応できる豊かで活力ある持続可能な社会を生み出すとともに、あ

らゆる人が暮らしやすい社会の実現につながります。 
また、本市では、若者、特に若年女性の首都圏への流出超過が見られており、子育

て・教育、介護・医療、まちづくりなど、住民生活に密着している市行政に女性が参

画し、多様な意見を反映することは、本市が若者から選ばれる都市となるために必要

不可欠です。 
そのため、本市では、第４次新潟市男女共同参画行動計画において「附属機関等の

女性委員割合を令和７年度までに 45％以上」という目標を掲げ、各分野において女

性の一層の参画促進に取り組んできましたが、未だ目標は達成できていません。 
ついては、新潟市国民保護協議会の委員をご推薦いただくにあたり、可能な範囲で

女性を推薦いただきますよう、格別のご配慮をお願いします。 
 
 
 
 
 
 
 

【担当】 

新潟市危機管理防災局 危機対策課  

遠山 友紀 

TEL：025-226-1146 (直通) 

FAX：025-224-0768 

E-mail:kikitaisaku@city.niigata.lg.jp 

mailto:kikitaisaku@city.niigata.lg.jp

